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企業に広がる有期契約労働者の「無期転換」の動き

  再来年 4 月から本格適用

2013 年4 月に施行された、
有期契約の労働者でも、契約
が繰り返し更新されて通算5
年を超えた場合に無期契約へ
の転換を求める権利が与えら
れる労働契約法18 条のいわゆ
る「5 年ルール」の規定が、再
来年の2018 年4 月から順次適
用になります。
有期契約が更新されない「雇
止め」の不安を解消し、安定し
て働けるようにするのが目的
とされています。

  「無期契約」に変える 
企業が増加

ここ最近、パート社員や契約
社員などの「有期契約」で働
く人を「無期契約」に変える
企業が増えているようです。
背景には「人手不足の中で人
材を安定的に確保したい」と
いう考えがあるようです。
労働政策研究・研修機構の
調 査（2015 年7 ～9 月 ）に よ
ると、法改正に対応し何らか
の方法で「無期にしていく」
と回答した企業は6 割を超え
ました。
厚生労働省では、ホームペー
ジ上で導入企業の実例（現時
点で9 社）を紹介しています。

  当初の懸念はあたらず？

法改正時に心配されていた
のは、企業が無期転換を避け
るために5 年より前に「雇止
め」にしたり、強引に5 年以内
の契約上限を設けたりすると
いう動きでした。しかし、今の
ところそうした動きは少ない
ようです。
企業側も、無期にするメリッ
トとして「長期勤続が期待で
きる」「要員を安定的に確保で
きる」という理由を挙げた割
合が増えているようです。
景気の回復基調のなか、人手
不足により人材を囲い込むメ
リットがあると考える企業が
増えています。

  経団連も検討を後押し

経団連は、今後は人材獲得が困
難になるとして、「無期転換の仕
組みを整備することは労働者への
大きなアピールとなり、前向きに
検討すべきだ」としています。
ただ、企業は無期転換しても賃
金を変える必要はありません。労
働政策研究・研修機構の調査でも
4分の 1 程度の企業が「対応方針
は未定・わからない」と答えてい
ます。
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監督対象事業場の23.7％で労働時間が「過労死基準」超え！

  「過重労働解消キャンペーン」
重点監督実施結果

厚生労働省が行った「過重
労働解消キャンペーン」（昨年
11 月実施）の重点監督におい
て、監督指導を実施した5,031
事業場のうち、73.9 ％に当た
る3,718 事業場で労働基準関
係法令違反が認められました
（2 月23 日発表）。
最も多かったのは「違法な
時間外労働」で、全体の45.9％
に当たる2,311 事業場が摘発
されています。

  過酷な長時間労働の実態が
浮彫りに

違法な時間外労働があった
事業場において、時間外・休日
労働が最長の者の実績を見る
と、80 時間超100 時間以下が
396 事業場、100 時間超150 時
間以下が646 事業場、150 時間
超200 時間以下が115 事業場
で、200 時間を超えている事業
場も38 事業場ありました。
厚生労働省が過労死のリス
クが高まると位置付ける「過
労死ライン」を超えている事
業場は、今回の対策対象事業

場の23.7％にも上ります。
過酷な長時間労働の実態が
浮彫りとなったと言えます。

  過重労働をなくすために

同省は、「今後も、月100 時間
を超える残業が行われている
事業場などに対する監督指導
の徹底をはじめ、過重労働の
解消に向けた取組みを積極的
に行っていく」としています。
過重労働の解消を図るため
には、企業において仕事量の
調整や適切な労働時間管理、
健康障害防止対策などの取組
みを進めることが重要です。
改めて自社の状況を確認す
るとともに、多数公表されて
いる実務面における過重労働
改善取組事例なども参考にし
て、必要な対策を講じていき
ましょう。
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 第8回 　昇給、賞与における総合評価の決定

　半期ごとに行なった成績考課および行動考課の結果をまとめ、半期および年間の総合評価を決定し
ます。具体的な決定方法は以下のとおりです。

 １．半期総合評価の決定方法
①	成績考課、行動考課の点数（各 5点満点）を反映度（ウエイト）を加味して 50点満点に換算する。

　　（例）成績考課 3.2 点、行動考課 2.8 点、ウエイト成績考課 50％、行動考課 50％の場合
　　　　  成績考課 3.2 × 5 ＝ 16.0　行動考課 2.8 × 5 ＝ 14.0　16.0+14.0 ＝ 30.0（点）

②	①の点数をもとに相対考課により総合評価を決定する
　人事考課は絶対考課が基本ですが、最終段階の総合評価を決める際には、同等級・同職掌（職種）
のグループの中での相対考課となります。①で求めた点数を用いて、平均点との差を基準として、
評価区分表によりＳ～Ｄを決定します。 

	評価区分表（例 1）

 参考として、点数区分の絶対考課により総合評価を決定する方法も記載しておきます。

	評価区分表（例 2）

この半期評価が、そのまま賞与用の評価となります。

 2．年間総合評価の決定方法
①	上期評価と下期評価を合計する
　 半期評価の決定の際に求めた 50 点満点の点数を上期、下期合計し、100 点満点の点数にします。

　　　（例）上期点数　30.0 点、下期点数 32.0 点の場合
　　　　　 30.0 + 32.0 ＝ 62.0

②	①の点数をもとに相対考課により総合評価を決定する
　①で求めた点数を用いて、半期評価の決定方法と同様に、評価区分表によりＳ～Ｄを決定します。

　　この評価が年間総合評価となり、昇給用の評価として使用します。

次回は、年間評価スケジュール等についてご説明します。

　 会社の業績アップにつながる人事考課制度（評価制度）をつくる連  載

評価 S A B C D

平均点との差 ＋ 6.5 以上 +2.5 ～ +6.4 –2.5 ～ +2.4 –6.5 ～ –2.4 –6.6 以下

評価 S A B C D

点数 73 以上 72 ～ 67 66 ～ 56 55 ～ 48 47 以下
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「ズバリ！実在賃金」についてご説明させていただきます。

詳しくは、当事務所（☎︎042-627-051）までお問い合わせください。

 　 「ズバリ！実在賃金」とは !?新連載

【ズバリ！実在賃金とは】
中小企業（従業員 300 人未満）の【約
1万人】の賃金のデータを集めてプロッ
トしたグラフのことです。これにより、
中小企業の賃金の世間相場を明らかにす
ることができます。
このグラフの上に自社の賃金のデータを
プロットすれば、自社の賃金の水準が世
間の中小企業の相場と比べて「高い」の
か「安い」のかということが、一目瞭然
となります。
（※「ズバリ！実在賃金」は北見式賃金
研究所の商標登録です）

 ズバリ！実在賃金の特徴
1. グラフィカルなプロット図
カラーのグラフで、御社の賃金をプロットするので比較が簡単

2. 生の実在者賃金
300 人未満の中小企業の給与明細から作成したデータ

3. 管理職と一般社員との比較が可能
管理職と一般社員を分けてグラフ化しているので、比較ができる

4. 従業員出身役員の賃金相場がわかる
他では手に入らない従業員出身役員の賃金をグラフ化

5. 勤務年数別の賃金がわかる
勤務年数ごとに賃金相場がわかるようになっている

 中位数で世間相場の確認
中位数とは、例えば一般男性社員の年
齢別のちょうど真ん中の人を基準（世
間相場）とすることで、これより高け
れば、相場より上、低ければ相場より
下と、世間相場との比較をする基準値
のことです。

 「ズバリ！実在賃金」の構成
1. 年収
賃金総額の 12倍に過去 1年間に支給した賞与を加えた額

2. 賃金総額
通勤手当を除く月次賃金。あらゆる手当（時間外・深夜・休日勤務）を含む

3. 所定内賃金
賃金総額から時間外、深夜休日および通勤手当を除いたもの

4. 賞与
過去1年間に支払った夏季・冬季賞与、決算賞与、特別賞与の合計

5. その他有益な資料
中途採用者の初任給、幹部の規模別年収、一般男性の勤務年数別
年収、従業員出身の役員の給与、その他中小企業の賃金管理に有
益な資料をご提供します。

例：年収ライン

　このグラフをもとにすれば、従業員の方から「給料が安い」と言われても、世間相場の給料と比べな
がら明確に答えることができます。同封しています『首都圏版「ズバリ！実在賃金」』というチラシにご
記入の上、当社まで FAX 頂きますと、この年収ラインに御社の賃金データを反映させたオリジナルのプ
ロット図を無料で作成致します。お気軽にご連絡ください。

第1・四分位数

中位数

第3・四分位数

25
100

50
100

75
100
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 　中小企業がパート・アルバイトを採用するポイント

 最終回  面接でやってはいけないこと

連  載

  『面接での“違和感”を見逃してはいけない』

　いい加減な面接は、応募者の働く意欲を減退させてしまいます。
　たとえば、何か別の仕事をしながらの片手間の面接など、面接に全力投球していない表情や態
度は応募者に決して見せてはいけません。
　多くの応募者は、複数の企業の中から働く場所を選択します。そこで、企業が「雇ってやる」「使っ
てやる」という態度をとることは NG であり、逆に「固定客づくり」「自社を選んでもらう努力」
を見せることが必要です。「面接官の印象」が、すなわち「会社の印象」になるのです。
　以上を踏まえたうえで、面接において重要なポイントを押さえておきましょう。それは、自社
が欲しい人と応募者を照らし合わせて、「あれ？　ちょっと違うかな」という違和感を見逃さない
ことです。この「ちょっと違うな」を見逃してはいけません。
　応募者は「「良い自分」を見せに来ています。面接官の持つ違和感はミスマッチのサインであり、
この違和感は時間の経過とともに大きくなる可能性があります。「プラスの部分が突出している人」
より「マイナスがなく、職場に違和感のない人」の方が長続きするのです。

  『こんな質問をしてはいけない』

　また、面接において質問してはいけない事項も押さえておきましょう。

　採用の失敗は、会社から「時間」「お金」「社員のやる気」を奪います。採用の失敗を避ける
ために、「求人票」や「面接」などまずはできるところから改善していく取り組みが必要です。
この連載でお伝えしたノウハウを参考に、自社に必要な「人財」を確保するために価値のある
採用活動を行っていきましょう。

本人に責任のない事項の把握

◆本籍・出生地に関すること
◆家族に関すること（職業、

続柄、健康、地位、学歴、
収入、資産など）

◆住宅状況に関すること（間
取り、部屋数、住宅の種類、
近郊の施設など）

◆生活環境・家庭環境などに
関すること

本来自由であるべき事項
（思想信条に関わること）の把握

◆宗教に関すること
◆支持政党に関すること
◆人生観、生活信条に関する

こと
◆尊敬する人物に関すること
◆思想に関すること
◆労働組合・学生運動など社

会運動に関すること
◆購読新聞・雑誌・愛読書な

どに関すること

採用選考の方法

◆身元調査などの実施
◆合理的・客観的に必要性が

認められない採用選考時の
健康診断の実施

最
後
に

※厚生労働省「採用のためのチェックポイント」より
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 　社会保険加入の適用拡大、標準報酬の上限額変更

◆ 短時間労働者への社会保険適用拡大

法改正 
情 報

　平成 28 年 10 月より従業員 501 人以上の事
業所を対象に社会保険の適用が拡大されます。
以下の 3 つの要件の全てに該当するパート従業
者は、社会保険に加入することが義務付けられ
ます。

		① 1週間の所定労働時間が20時間以上
		②月額賃金が8.8万円以上（年収106万円以上）
		③継続して1年以上の雇用が見込まれる	

　以上のうち③に関しては、３カ月、６カ月ご
との有期契約の契約更新がありうる場合は加入
対象とされ、契約終了が確定している場合のみ
適用除外となります。なお、学生は適用除外と
されています。（なお、ここでいう従業員 501
人以上とは、法改正前の基準で社会保険の加入
対象となる人の数をいい、週30時間未満のパー
トなどは含みません。）
　今回の適用拡大は、社会保障・税一体改革の
中で、３党協議による修正を経て、「公的年金
制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のた
めの国民年金法等の一部を改正する法律」（年
金機能強化法）の成立に伴うものです。

　厚生労働省では、週 20 ～ 30 時間の短時間
労働者約 400 万人のうち、適用拡大対象者数
を約 25 万人と試算しており、適用拡大の目的
を「被用者でありながら被用者保険の恩恵を受
けられない非正規労働者に被用者保険を適用
し、セーフティネットを強化することで、社会
保険における格差を是正する」としています。
また、「社会保険制度における、働かない方が
有利になるような仕組みを除去することで、特
に女性の就業意欲を促進して、今後の人口減少
に備える」としています。
　雇用者総数に占める女性の割合は 43％、お
よそ 2400 万人に及びます。しかし、女性の正
規雇用者は 25 ～ 29 歳の年齢層がピークで、
35 ～ 39 歳の年齢層ではパート・アルバイト
が大半を占めます。　今回の適用拡大は、この
層に含まれる主婦などから社会保険料を徴収す
ることを狙いとしており、同時に事業主負担は
約 170 億円増加する見込みです。
　今回の対象は大企業が中心となりますが、施
行後３年以内にさらに適用範囲の拡大を検討す
ることとなっていますので注目しておく必要が
あります。

◆ 標準報酬月額の上限改定・累計標準賞与額の上限変更

　4 月から、健康保険・船員保険の標準報酬月額の上限が変更され、従来の最高等級（47 級・121
万円・報酬月額 117.5 ～ 123.5 万円）の上に 3 等級が追加されました。

　また、年度の累計標準賞与額の上限が 540 万円から 573 万円に引き上げられています。
　健康保険の標準報酬月額の上限改定に伴い、改定後の新等級に該当する被保険者がいる事業主に
対して、4 月中に管轄の年金事務所から「標準報酬改定通知書」が送付されます。なお、標準報酬
月額の改定に際し、事業主からの届出は不要です。

第48 級 標準報酬月額 127 万円 報酬月額 123.5 ～129.5 万円

第49 級 標準報酬月額 133 万円 報酬月額 129.5 ～135.5 万円

第50 級 標準報酬月額 139 万円 報酬月額 135.5 万円以上
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今、話題の固定残業代について

産後 6週間は強制的な休業ですので就業することはできません。ただし、産後 6週間を経過した後は
労働者本人が就業を請求した場合に、医師が支障ないと認めた業務に就くことは差し支えありません。

◆ 宮崎ハローワークで 
 未払い残業代
宮崎労働局が 3 月 2 日、宮崎
ハローワークの職員・非常勤職
員 198 人に超過勤務手当の一部
を支払っていなかったことを明
らかにしました。
平成 26 年 12 月に職員からの

「非常勤の超過勤務手当が支払わ
れていない」との指摘を受け、
調査した結果、約 118 万 8000 円
（約 618 時間分）の不払いが判明。
さらに、朝礼のための早朝出勤
分も超過勤務とみなし、非常勤、
正規職員に約 324 万円を支払い
ました。
労働局局長は記者会見の席上、

「特に非常勤について、超過勤
務を申請してはいけないという
誤った風潮があった」とコメン
トしています。
岐阜市も 2 月 3 日、市民課の
課長が残業代圧縮のため職員 31
人分の残業時間を書き換えてい
たと発表しました。市では未払
金総額を確認するとともに、課
長の処分を検討しているという
ことです。

◆ 「固定残業代」の問題点
これらは、労働局が指導監督
の対象とするサービス残業に該
当し、ここ数年社会問題化して
いる固定残業代の問題を含んで
います。
固定残業代とは、一定時間分

の定額の割増賃金を支給し、そ
れ以外の時間外労働に対する賃
金を支給しないという仕組みを
意味します。月給の中に一定の
残業代を組み込むことによって、
賃金の時間単価を下げると同時
に、残業が発生しても支払いを
免れる口実に利用されるケース
が大半とされています。
企業側は月給と表示する賃金
の中に残業代を紛れ込ませるこ
とで高賃金に見せかけ、雇入れ
られた側は入社後に残業代を含
むものだと初めて認識する。さ
らに、実際に残業をしてもそれ
に見合う賃金が支払われない
ケースも珍しくありません。
以下の 4つに該当する場合は、
固定残業代が違法と考えられる
ケースとなります。
①固定残業代の金額が明示さ
れていない
②固定残業代が何時間分の割
増手当なのか明示されてい
ない
③一定の残業時間に満たない
場合も固定残業代が支払わ
れず、超過した分の残業代
が支払われない
④最低賃金、法定割増率を下
回っている

◆ 就職後の苦情のトップは 
「賃金」に関する条件
長時間労働、賃金の未払いが
社会問題化しており、特に若年

層を使い捨てするブラック企業
の存在が喧伝されています。求
人票に記載された労働条件と、
求人者から示された、あるいは
雇用された際の労働条件が相違
し、ハローワークに苦情が寄せ
られるケースが増加傾向にあり
ます。
苦情のトップが賃金に関する
もので、特に固定残業代を含む
賃金条件が問題視されています。
こうした実情を踏まえ、厚生労
働省は対応を強化すると想定さ
れます。
そこで、ハローワークに求人
票を提出する際には、基本給を
明記し、固定残業○時間分と明
記することが必須となっていま
す。割増賃金の支払い方法は、
一賃金計算期間内に発生した時
間外・休日・深夜労働の実労働
時間を把握し、この時間数に割
増賃金の時間単価を乗じること
で算出することが原則となりま
す。
時間単価を明確にしたことで、
時間当たり賃金の低さが明らか
になり、場合によっては採用に
おいて不利な立場に置かれる可
能性があります。しかし、トラ
ブルを未然に防止し、人材を定
着させるためにも明確な労働条
件を提示することは、必要不可
欠です。今一度、固定残業につ
いて見直しをしてみてはいかが
でしょうか？


